
平成２１年３月

北陸地方整備局 道路部

道路事業道路事業の事業評価についての事業評価について

参考資料－3
平成 20 年度第 3 回
北陸地方整備局

事業評価監視委員会



２．道路事業評価手法の見直し

道路事業評価の考え方、計算の手法の見直し

「道路事業の評価手法に関する検討委員会」において検討

１．将来交通需要推計の見直し

最新の社会経済指標に基づく交通需要推計

「将来交通需要推計に関する検討会」において検討

道路事業の評価に影響を及ぼす変更

社会資本整備審議会道路分科会に報告



１．将来交通需要推計の見直し１．将来交通需要推計の見直し



過去の交通需要推計

１．将来交通需要推計の見直し

石油危機やバブルなど、予想しがたい社会経済情勢が発生した場合、乖離



１．将来交通需要推計の見直し

交通需要推計の流れとその利用



人の移動
人口、免許保有人口、車両保有台数 etc

モノの移動
GDP、輸送トン数、平均輸送距離 etc

社会経済指標

１．将来交通需要推計の見直し

最新の推計・データに更新



H１７年度比 約３％減少

前回推計比 約１３％減少

１．将来交通需要推計の見直し

新しい交通需要推計



２．２．道路事業評価手法の見直し道路事業評価手法の見直し



費用便益比（費用便益比（B/C)B/C)

整 備 効 果 項 目

・ 大気汚染

・ 騒音

・ 景観

・ 生態系

・ エネルギー（地球環境）

住 民 生 活

・ 道路空間の利用

・ 災害時の代替路線確保

・ 交流機会の拡大

・ 公共サービスの向上

・ 人口の安定化

地 域 経 済

・ 建設事業による需要創出

・ 新規立地に伴う生産増加

・ 雇用，所得増大

・ 財，サービス価格の低下

・ 資産価値の向上

財 政 収 支 ・ 公共施設整備費の節減

・走行時間の短縮
・走行費用の減少
・交通事故の減少

・走行時間の短縮
・走行費用の減少
・交通事故の減少
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・ 走行時間の短縮

・ 走行費用の減少

・ 交通事故の減少

・ 走行快適性の向上

・ 歩行の安全性，快適性の向上

道路事業の評価
整 備 効 果 項 目

・ 大気汚染

・ 騒音

・ 景観

・ 生態系

・ エネルギー（地球環境）

住 民 生 活

・ 道路空間の利用

・ 災害時の代替路線確保

・ 交流機会の拡大

・ 公共サービスの向上

・ 人口の安定化

地 域 経 済

・ 建設事業による需要創出

・ 新規立地に伴う生産増加

・ 雇用，所得増大

・ 財，サービス価格の低下

・ 資産価値の向上

財 政 収 支 ・ 公共施設整備費の節減

租 税 収 入
・ 地方税

・ 国税
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・ 走行時間の短縮

・ 走行費用の減少

・ 交通事故の減少

・ 走行快適性の向上

・ 歩行の安全性，快適性の向上

・事業費
・維持管理費
・事業費
・維持管理費

便益（B) 費用（C)

÷

B/C＞１が事業実施の前提

費用便益分析マニュアルに基づき計算



① 事業評価手法の考え方
② 費用便益分析における便益・費用の計算方法

検討会における見直しの視点

① ３便益のみによる便益算定、事業評価に対する
課題提起
（３便益） ○ 走行時間短縮便益

○ 走行経費減少便益
○ 交通事故減少便益

② 現時点での最新の知見・データに基づき検討を
行い、費用便益分析マニュアルを更新

２．道路事業評価手法の見直し



事業評価手法の考え方①

諸外国の事業評価手法

２．道路事業評価手法の見直し



事業評価手法の考え方②

２．道路事業評価手法の見直し

諸外国の事業評価手法



事業評価手法の考え方③

現行の３便益による費用便益分析では、道路整備による効
果のすべてを捉えているわけではないため、３便益以外の
多様な効果を的確に評価することが必要
総合評価については誰が意思決定を行うかなど評価のガ
バナンスなどの課題があることから、民主的に選ばれた国
民の代表者の関わりも必要
今後、様々な事業での試行を重ねながら、更に議論してい
く必要がある。

「道路事業の評価手法に関する検討委員会」における意見

○

○

○

北陸地方整備局における道路事業に関しても、今後、便益の
算定方法等について検討し、試行していく

２．道路事業評価手法の見直し
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事業期間 検討期間

事業費 C１億円

維持管理費 C2億円

便益 B億円

供 用

便益（億円）

費用（億円）

費用便益比（Ｂ／Ｃ）＝Ｂ／（Ｃ１＋Ｃ２）

費用・便益の計算方法の見直し
（B/Cのイメージ）

２．道路事業評価手法の見直し



○検討年数 ４０年→５０年

○車種別の時間価値、走行経費原単位

平成１５年価格 → 平成２０年価格

○交通事故損失額算定式

最新データにより算定式を見直し

○便益算出における影響の考慮

「災害等による通行止め」や、「冬期の交通状況」による

影響考慮を追加

○費用算定の考え方

維持管理費を既存路線での実績を参考に、車線数、交通量

や構造物比、雪氷対策の必要性を考慮して設定。

費用便益分析マニュアルの主な変更点

２．道路事業評価手法の見直し

便益・費用の計算方法の変更



車種別時間価値原単位の見直し

□人や車両の時間価値原単位について算出方法を見直し

①人の時間価値（業務）の見直し

②人の時間価値（非業務）の見直し

③車両の機会費用の見直し

□算出の基になる賃金等のデータを最新値に更新

◆時間価値原単位

『自動車1台の走行時間が1分短縮された場合のその時間の価値を貨幣

換算したもの（単位：円/台・分）』

２．道路事業評価手法の見直し



走行経費原単位の見直し

◆走行経費原単位

『自動車1台が１ｋｍ走行した場合の走行経費（単位：円／台・ｋｍ）』

□燃料費、油脂費、タイヤ・チューブ費、整備費、車両償却費について最新の
データに更新

２．道路事業評価手法の見直し



災害等による通行止めの考慮

「災害等により通行止めが発生する区間を含む道路網に
おいて便益を算出する場合は、通行止めの状況を再現し
た交通流推計を実施することにより、通常の期間と切り分
けて当該通行止め期間の便益を計算してよい。」

冬期の交通状況の考慮

冬期の積雪や凍結により走行速度や交通容量が低下す
る地域の道路網において便益を算出する場合は、冬期の
状況を再現した交通流推計を実施することにより、通常
の期間と切り分けて冬期の便益を計算してよい。

（「費用便益分析マニュアル」より）

新たに考慮することとされた項目

データの整理を行い、平成２１年度の評価から導入予定

２．道路事業評価手法の見直し


